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研究成果の概要（和文）：今日の情報社会において国家は情報流通の媒介者やアーキテクチャを用いて間接的に人々の
行動を規制するようになっている。本研究では、このような重層的規制を適正化・透明化し、個人の権利・自由を保障
するための法的枠組みを実体的保障と手続的保障の両面から提示するとともに、政府、企業、専門家、市民等の多様な
ステークホルダーによる重層的規制のガバナンスを実現する上での指針と課題を示した。

研究成果の概要（英文）：In the information age, governments are increasingly trying to regulate behaviors 
of individuals using various kinds of intermediaries and architecture of information distribution. We 
have studied legal framework and mechanism of governance to control the multi-layered regulations in 
order to make them appropriate and transparent and to guarantee rights and liberties of individuals.

研究分野：情報法・政策
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１．研究開始当初の背景 
 インターネットの発展をはじめとするグ
ローバルな規模での情報化の進展に伴い、国
家による直接的な規制、あるいは、命令と統
制（command and control）型の規制の限界
が顕在化するようになっている。例えば、イ
ンターネット上での国境を越える違法ない
し有害な情報の流通に対して、国家が情報の
発信者に刑事罰等のサンクションを科すと
いう形で対応すること（直接規制）には限界
があると指摘されている。このような中で、
国家による法規制に代わる代替的な規制の
役割が注目されるようになった。わが国でも、
ソフトローや自主規制に関する研究が行わ
れるようになっている。しかしながら、自主
規制をはじめとする代替的な規制にもエン
フォースメントの不完全性や民主的正当性
の欠如といった限界の存在が指摘されるよ
うになった。そこで、今日では国家による法
規制と代替的な規制を組み合わせた新たな
規制の役割が注目されるようになっている。
そのような規制の例としては，米国の法学者
らにより，法がアーキテクチャ（技術的手段）
等の法以外の規制手法を介して行う規制で
ある「間接規制」という手法や，国家が私人
を規制の担い手として徴用する「ゲートキー
パー規制」といった手法が提起されている。
また欧州諸国では、国家と私的主体が共同で
問題の解決や抑止を行う「共同規制」という
規制手法が様々な分野で活用されるように
なっている。そしてそれらの適用分野は、イ
ンターネットに関わる表現の自由、著作権、 
プライバシー、セキュリティをはじめとする
多様な法領域に及んでいる。申請者らはこれ
まで、米欧の関連する法制度や学説を検討す
ることにより、間接規制、ゲートキーパー規
制、共同規制の概念と構造について検討する
と同時に、各種の規制が有する問題について
考察を行ってきた。申請者らは、それらの新
たな規制について研究を進める中で、それら
の規制に共通する規制主体および規制作用
の重層化という現象、そしてその根底にある
今日の社会における国家と法の役割の変容
について総合的に研究し、情報社会における
重層化する規制を統御する制度のあり方を
提示する必要があると考えるに至った。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、情報社会において役割を拡大
しつつある重層的な規制のあり方について、
各種の規制の背景、歴史、概念、構造につい
て検討し、情報社会においてそれらの重層的
な規制手法が有する法的課題を明らかにし
た上で、情報社会における重層的な規制を統
御する制度のモデルを提示することを目的
とする。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、情報社会における規制の重層
化について、各種の規制の背景、歴史、概念、

構造について検討し、情報社会において重層
的な規制手法が有している法的課題を明ら
かにした上で、情報社会における重層的な規
制を統制する制度のモデルを提示するとい
う目的を達成するため、（１）情報社会にお
ける規制の重層化の背景と構造についての
基礎理論的研究を行った上で、（２）情報社
会における規制の重層化が提起する法的問
題について比較法的研究を行い、それを踏ま
え、（３）情報社会における重層的な規制を
統御する制度のモデルのあり方について学
際的に考察する。 
 
４．研究成果 
（１）サイバー法の創始者の一人とされるロ
ーレンス・レッシグの初期の憲法理論を検討
し、近年の米国においてアーキテクチャや間
接規制などの多元的・重層的な規制概念が主
題化されることになった背景にある憲法理
論上の問題意識と論理構造を解明した。 
 
（２）情報流通の媒介者の役割と責任につい
て、インターネット上の情報流通においては、
各種の媒介者が利用者等の表現の自由の実
現に貢献しているという役割に鑑みると、媒
介者に対する規制は利用者の表現の自由を
不透明な形で広汎に抑制するリスクを有し
ており、立法、司法、行政、媒介者の取り組
みにより、媒介者に対する規制の適正化・透
明化を進めていくことが求められることを
明らかにした。 
 
（３）著作権・オープンデータ、プライバシ
ー・パーソナルデータ、性表現、スパムなど
の各領域における規制の重層化について検
討を行い、各領域における規制の重層化のメ
カニズムを明らかにし、その法的統制のあり
方を提示した。 
 
（４）重層的規制を法的に統制するための枠
組みを実体的保障と手続的保障の両面から
検討した。実体的保障に関しては、重層的規
制の司法審査において、直接の規制の名宛人
である媒介者等の権利利益のみならず、間接
的に事実上の制約に服する利用者等の第三
者の権利利益にも十分配慮すること、手続的
保障に関しては、媒介者等による削除に関す
る基準や統計的情報の公表を促すことなど
により、透明性の向上を図るとともに、利用
者等の第三者による異議申立ての機会を確
保することが求められると結論づけた。 
 
（５）政府、企業、市民、専門家等の関係す
る各主体の相互作用に着目して、重層的規制
のガバナンスのあり方を検討した。その結果、
重層的規制に関するマルチステークホルダ
ー型のガバナンスを実現するにあたっては、
消費者団体等の市民社会の機能の増強が求
められることを明らかにし、そのために法律
家や技術者等の専門家が果たしうる役割を



提示した。 
 
（６）重層的規制とその統制のあり方を評価
する規範理論的枠組みを、人権保障、民主主
義、イノベーションの観点から検討した。そ
の結果、表現の自由は、今日の情報社会にお
いて、個人の自律、主権国家・国際社会にお
ける民主主義、新たな知識の発見・共有を支
える上で鍵となる重要となる役割を果たす
ことを明らかにした。また、民主主義やイノ
ベーションの維持・促進のためには、表現の
自由の保障の拡充やオープンデータ政策な
どにより情報の自由な流通（フロー）を確保
するのみならず、デジタル・アーカイブ政策
などにより情報の体系的な蓄積（ストック）
を図ることも求められ。その際にも重層的規
制の適正化・透明化が鍵となると結論づけた。 
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